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        １．はじめに

        　地球温暖化が問題になって久しいにもかかわらず、深刻さは強まるばかりです。

        　注意深くみていると、世界のどこかで常にその影響と思われる災害にみまわれています。この地球上で起こっている現象は、私たち一人ひとりの生活のあり方が原因であるといわ れ続けていながら、一向に改善の兆しが見えていません。「市民や企業は具体的にどんな 取り組みをめざしたらよいのか」は私たちに課せられた大きな課題です。

        　2004年度に日本消費生活アドバイザ一・コンサルタント協会東北支部の研修委員会主催で「企業の環境報告書から見えてくるもの～環境報告書を読み比べましよう」というワー クシヨップを開催しました。環境報告書から各企業の環境への取り組みや消費者志向の経営がなされているのかについて知ることが目的でした。

        　その結果、企業によって環境問題、消費者志向の経営のあり方に対する意識が一様ではなく、取り組み方も様々であることを知ることとなりました。

        　また、私たちが環境報告書を検証しながら読むということは簡単な作業ではなく、その企業活動につながっている様々な社会的背景について理解していなければ、検証が成り立たないということを、このワークシヨップを通して認識させられることとなったのです。

        　そのようなことから、私たちは市民が環境報告書を読むときに背景となっている問題点を洗い出し、今回関った洗剤メーカーと住宅メーカー関連についてのみではありますが、「環境報告書を読むための一考察」として、まとめてみました。

        　これから多くの皆さんが環境報告書を読むときの参考になれば幸いです。
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        ２．森林と環境

        
            １．森林と環境

            　一万年前は地上の半分が森林で覆われていたが、現在は約四分の一に減った。その大半が発展途上国にあり伐採や開発、焼き畑などで減少が続いている。森林が大切なのは、地球上の生態系や炭素循環の中心を担っているからである。光合成で酸素を供給し、大気中の二酸化炭素を大量に吸収する。落ち葉や枯れ木は土の中に有機物として蓄えられ、植物 の栄養分や多様な動物のえさになる「肺」のような役割なのである。

            　有機物で蓄えられた炭素量は非常に多い。ある研究機関の試算では、日本の森林土壌中の炭素量は国内の石油などの消費で出る18年分に相当する。

            　森林は自然のダムであるとともに、森林が消えると土から大量の二酸化炭素やメタンが放 出され、温暖化を加速する。

            　地球環境を考える中で、森林資源の問題が欠かせない。森林を構成する植物の炭素固定 能力は、地球の歴史の中で炭酸ガスの地球を酸素ガスの地球に変えた。

            　森林は今日の炭酸ガス濃度の高まりと地球温暖化の危機を打開するキーワードとして期待されている。また遺伝子の宝庫としての森林も重要な側面であるとともに、森林資源に関する最大の問題は熱帯林の減少である。

            　温暖化は赤外線領域に強い吸収を持つ大気中の二酸化炭素をはじめとする種々のガス (メタンなど）の増加と、その二酸化炭素を吸収し、光合成で固定化することによって大 気中の二酸化炭素濃度を低下させる光合成の植物の減少、とりわけ二酸化炭素固定能力の高い熱帯雨林を構成する熱帯樹木の消滅の相乗効果に起因すると考えられる。

            　環境保全・地球温暖化防止推進のためには化石燃料の使用削減（全ての分野でエネルギ 一の過剰消費の見直しと徹底した省エネルギーの実践）および熱帯雨林の保全など自然環 境の保護が大切になる。

            　森林資源の減少は、森林資源消失の過程の一部であり、多面的である。

            　焼き畑移動耕作などの農業利用と木材輸出などの林業的利用、火災などによる消失、人口増加や経済発展による需要増などがある。

            　「山火事」は大規模な熱帯雨林の破壊に加えて、大量の二酸化炭素の排出を伴っており、地球環境に大きな脅威になっている。

            　森林の減少により木質資源と植物資源が枯渇したからといって生活資材を他の資源に、製造・加工にきわめて多くのエネルギーを必要とする化石資源（プラスチック製品等）や 鉱物資源（金属製品等）に切り替えるならば、二酸化炭素をいっそう増加させることになる。また植物資源を他の資源に代替できないものもある。

            　

            「対策について」

            　森林の保全と利用の両立を図る、「持続可能な森林経営」がいま国際社会のなかで重要視されている。木材は再生可能な資源であり、人がきちんと手をかけて育み、上手な利用のルールを守ることが基本である。

            ①プランテーション廃棄物やゼロエミッション型の有効利用およびバイオマスの利用開発

            ②地域市民の生活環境の改善と経済基盤の確立を目的として、複合的生物資源工業（バイオマス•インダストリアル•コンプリツクス）の構想もある。

            ③日本はいつまでも外国産の木材に頼っていていいのだろうか。使える人工林を活用し森林の循環を促進し、使えるところはきちんと使うゼロエミッションやバイオマス発電などとして、木材資源の有効利用による地域活性化と化石燃料の使用削減、二酸化炭素排出減にもつながる。

            　もともと森林は再生可能な資源であり、収穫（伐採）～更新（天然資源、人口植林）といったリサイクルを適切に回転させることにより、持続可能な森林経営を行うことができ る。このため、循環利用を前提にした収穫や、収穫された材を利用することは、森林の減少や破壊を意味するものではない。そこにはまた若い樹木が育ち、森林が更.新されていくものである。

            　

            　気候変動枠組条約では、森林、バイオマス（樹木等の森林生物量全体）を二酸化炭素の吸収源及び貯蔵庫と位置づけている。

            　また、「気候変動に関する政府間パネル」によると、木材を使用することによる温暖化防 止のかかわりを、次の3点があげられている。

            1.木材•木質製品を使用することによる、炭素を貯蔵する効果

            2.エネルギー多使用型の非木質系原料を代替することによる炭素排出を削減する省エネ効果

            3.化石エネルギーを代替することによる、化石燃料中の炭素を放出しない、エネルギー代替効果

            　

            　森林と二酸化炭素の関係は、植林し樹木が旺盛に生長している段階ではその吸収能力も高い。このことはとくに熱帯等、破壊された森林等での植林において意義を持つ。

            　また、日本でも林業サイクルの中で伐採跡地に植林をすると炭素を取り込みながら生長し、成熟しきった場合は生長がわずかになり、新たに吸収する量は減るが、しかし巨大な樹木群からなる森林と森林土壌には大量の炭素が貯蔵されることになる。その木を伐採し、住宅や家具として使用するならば、炭素はそのまま、人間生活の中で貯蔵され、使用期間が長ければ長いほどその効果が高い。

            　加えて、木材製品をつくる過程でのエネルギー（化石燃料）消費量は鉄やアルミなど木材製品の代替品の製造過程での消費量は各段に少なくて済む。地球温暖化防止という観点から、二酸化炭素の吸収固定•加工過程での排出に着目すると、長く利用できる製品をつくりながら、植林するという森林生産サイクルは優れた資源利用システムといえる。この中で日本ほ最大の輸入国として何をするのかを問われている。

            　一方、熱帯の原生林の場合は、森林の成長がほとんどなく、フローの面からみればニ酸化炭素ガスの吸収固定と倒木、落葉、落枝分解時の酸素の消費でその収支はゼロだといわれる。

            　しかしストックの面からは炭素の巨大な貯蔵庫として機能しているのである。今後大幅に増加する木材廃棄物や残材等からのバイオマスエネルギーも燃やして発電する過程では 二酸化炭素を放出するが、しかし、その後、植林を行い、生長旺盛な森林がつくられ、二酸化炭素の吸収固定が行われるため、マイナス分を取り戻すことができるのである。

            　森林の果たす役割は①「生命維持に不可欠」（酸素の供給、大気浄化）②「山を守る」(土砂の流失、崩壊防止）③「水をはぐくむ」（水資源涵養、水中生物の育成•保護）④「動物たちの生活の場」（野生鳥獣保護）⑤「安らぎを与える」（保健、休養）等が考えられる。

            　京都会議では、9 0年以降植林や再植林した森林に限って、その二酸化炭素吸収量を温暖化ガスの排出量から差し引く「ネット方式」が採択された。地球温暖化に与える森林の影響はきわめて大きいといわれるが、基礎デ一タを取る観測等はまだ不十分である。

            　人間が1年間に排出する約240億トンの二酸化炭素のうち、海洋や森林などが吸収できるのは半分の約120億トンで、残る120億トンの二酸化炭素が大気中に蓄積される といわれている。

            　今後、温暖化が進んで、温帯や亜熱帯で気温が3—4度上昇すると、土壌中の有機物の分解による二酸化炭素の放出が進み、森林全体としては二酸化炭素の発生源になり、温暖化を更に促進させる可能性も指摘されている。

            　

        
        
            ２．森林のリサイクルと紙のリサイクル

            　「森のリサクル」とは、植林を行って樹木を育て、その育った樹木を伐採した製紙原料にし、伐採跡に又植林をすることである。

            　「紙のリサイクル」とは、使用済みの古紙を回収して、再び紙の原料として再利用することであり、古紙は都市の森林資源と云われている。

            　高度成長時代の日本は大量の資源を必要とし、不足する木材に関しては熱帯林国の資源を求めて、総合商社や紙パルプを中心とする大資本が確保に乗り出しODAがからんで熱帯林の開発を大規模に展開した。

            　長期間にわたる森林の伐採開発は、時代的背景もあって環境保護運動に直面する。森林の伐採はパルプ生産のためだけでなく、建築、土木用や家具等の木製製品およびエネルギ 一等の用途がある。年間の伐採量のうち約16%がパルプ用といわれる。この中で、「森林開発は生活圏の侵害だ」とする住民の反対運動や進出国の政府からの伐採要請もあって伐採中止に追い込まれる。それ以降天然林の伐採を中止し全量植林木によってチップ加工に切り替えた。7年から10年ごとに伐採して萌芽更新させる形で循環生産する産業植林の時代に至ったのである。

            　しかし、土地生産力視点から見た場合、7～10年という短伐期で収穫を繰り返すため、地力収奪型生産方式となりがちである。休閑期、有機質施肥、伐期等、長期的な土地生産力維持の視点からの技術的配慮が必要となろう。

            　製紙原料用に植林された人口材は年々増加をしているものの、大手製紙業者のデ一タによると木材チップの構成比は、人工林材54%、天然林21%、製材廃材や建物の解体材25%になっている。

            　同じく製紙原料の古紙が占める構成比は60.5%に達している。（現在市中から集められている古紙のうち段ボール45%、新聞21%、雑誌類10%がまとまって集荷される部門である。）

            　古紙を再利用する場合、同じ種類の紙に再生する方が再生しやすいので、古紙を上質紙に利用する場合、歩留まりの低下、脱インキ・漂白のための薬品投入、エネルギーの使用、排水対策などコストアップにつながり二酸化炭素の排出量も多くなる。（古紙利用率　紙は30.6%、板紙は94.4%)

            　古紙の利用は、①ゴミの原料に役立つ、②使用エネルギーを節減できる、③資源の有効利用にっながる、などの優れたメリットがあるといわれます。しかし、古紙もリサイクルを繰り返すたびに繊維が劣化していくため、紙をつくる際には新しい木材パルプの投入が必要となる。

            　

            　紙製品のLCA評価では、木材パルプを多く使用している製造段階の紙製品はニ酸化炭素の排出量が少ないが郵送段階での排出量やバイオマスエネルギー使用の有無によっても大きく変わる。また古紙を使えば二酸化炭素を多く排出するが原料確保面やリサイクル・廃棄等の場面を考えると二酸化炭素の排出量の面だけで製品の環境負荷の良し悪しを判断することにも困難である。

            　古紙のリサイクルは循環型社会におけるリサイクルという視点では優等生であるが、地球温暖化という視点では優等生とは云いにくいというデータ（環境報告書より）が示している。すなわち、LCAにおける二酸化炭素排出量およびコストという面でのデータによ ると、再生パルプとバージンパルプとの対比では再生パルプのほうがバージンパルプより環境に優しいとは思われないことをデータは示している。様々な視点からの総合的な判断と検証も必要ではないだろうか。
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        ３．身のまわりの水問題

        
            １．心の古里である清流

            　人々の暮らしの中で地域を流れる川は、なくてはならない大切な存在である。

            　子供の頃、仲間と水辺で遊んだときの楽しい思い出や四季折々に織りなす清流と岸辺の風景は人々に安らぎを与えてくれる。いつまでも清流でいてほしいというのが、誰しもの願いである。

            　私たちにとって心の古里でもある清流はどのようにして生まれ、どんな働きをしながら海へ流れ着くのだろうか。また、その自然環境はどのような状態なのだろうか。

        
        
            ２．生命と暮らしの源である清流

            　山々に降る雨は、森林の腐葉土層にゆっくりと染み込んで蓄えられる。時間をかけて清められた雨水に湧き水となって現れる。湧き水が小さな川となり、徐々に大きな川の流れ となって肥沃な土砂を運びながら田畑を潤しつつ、清流となって私たちの前に姿を現す。

            　清流は途中、私たちに毎日水を供給し続けながら田畑の用水路などに水を運び、やがて海へと注ぐとき、魚貝類や海草など私たちの生命の糧をも育んでくれるのである。

            　「森が川をつくり、川は平野や海に恵みをもたらす」……この自然の営みが滞りなく循環するためには雨を充分に受け止めてくれる豊かな樹木を保有する森林があり、そこでは栄養たっぷりの腐葉土層が確保され、安全でおいしい湧き水が絶え間なく流れていることが大切なのである。

            　また、川となって進む先では、珪藻などの水生植物が十分に生育できる環境が在って、初めて魚貝類が生息できるのである。魚貝類にとって、珪藻が育つような清流であることが出発点なのである。

            　ところが近年、各地の川は年々汚染され、川や海では魚貝が少なくなってきている。また、いつの頃からか、治水のためということで河川が護岸工事のコンクリートで覆われるようになった。そのため魚は遡上を拒まれ、水生生物なども生息しづらい環境になってきている。

            　

        
        
            ３．河川の汚染

            　1960年代には工場廃水などの有害物質により、河川の汚染が深刻な被害をもたらし、多くの犧牲を払うこととなった。その後、1970年代には「水質汚濁防止法」が制定され、事業所の廃水処理は急速に進み、河川の水質はかなり改善された。

            　しかし、1980年以降は全国的に家庭からの生活排水による汚濁が顕著になっている。 1985年から「湖沼水質保全特別措置法」により対策が行なわれてきたが、毎年度発表される公共用水域の水質調査結果をみても改善が進んでいない。

            　現在、河川汚染の8割が生活排水であるといわれている。私たちは、一体どのようにして河川を汚染しているのであろうか。

            　家庭で使われる水は平均すると、トイレ28%、風呂24%、炊事23%、洗濯17%、そめ他8%というデータ（東京都水道局平成14年度調査）がある。その中で飲み水はわずか1%にすぎず、その他のほとんどが汚れを洗い流すために使われている。ど の水周りにおいても、汚れを洗い流すために洗剤が使われることから、生活排水として多量の洗剤が排出されていることになる。

            　実際に洗剤使用量は1965年から1995年の30年間に2.4倍に増え、人口は約1.3倍であることから、この30年間で一人当たりの消費量は大きく増加しており、そのことが汚染要因の一つであると推測される。次のグラフはそれらの推移を表したものである。

            

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            

            　

            　家庭排水は洗濯、洗面、風呂、台所からの生活排水だけではなく、トイレからの汚水も含まれる。

            　家庭排水はどのようなフローで、安全に処理されているのであろうか。

            　

        
        
            ４．下水処理の基本

            　生活排水は下水処理されて、最終的には河川や海の公共水域に放流される。下水処理の方法は大規模なものでは公共下水道から小規模なものでは合併浄化槽もあるが、基本的には同じフローで行なわれる。

            　処理のフローは次の通りである。

            ①一次処理……ゴミ、砂、浮遊固形物を沈殿、ろ過しながら除去する。

            ②二次処理……微生物（バクテリア）の働きで下水中の有機物を分解し処理する。しかし洗剤や塩素系の化学物質などが入ると、バクテリアによる分解は不十分になる。

            ③高度処理……さらに十分な処理を行なうため、まだ残存しているもののろ過をする。

            ④消毒……放流前に消毒が義務付けられていて、現在は塩素を注入していることが多い。しかし、トリハロメタンや、その他のハロゲン系有機化合物を作るので見直そうという意見もあり、仙台市の広瀬川浄化センターなどではオゾン消毒の方法をとっている。

            ※この処理のフローから分るように、除去されるものは浮遊物や微生物が分解できる有機物が主なもので、洗剤など合成化学物質の多くは十分には処理できない。

            　

        
        
            ５．合流式下水道の問題点

            　早い時期に下水道がしかれた全国の都市では、雨水と汚水を一つの下水管に流して処理する合流式下水道が多い。合流式下水道は安価で比較的短期間に敷設できることから、多くの都市で採用されたが、降水量が多いときには、雨水と汚水が溢れて未処理のまま、河川など公共水域に流れ出すという問題がある。

            　都市化が進み、街のいたる所がアスファルトで覆われるようになったこともあり、合流式下水道管の能力が不足してきているため、雨がふるたびに雨水と共に汚水やゴミが雨水排水ロから河川に溢れて流れ出る。そのため、河川が汚染される事態となる。

            　仙台市を例にみると汚水処理のための下水道普及率は97%ではあるが、雨水排水整備率はいまだに29%に止まっていることから、雨天の日には雨水とともに家庭排水が溢れて河川に流れ出るため、河川は汚染されることとなる。今後は雨水排水整備を含め、雨に強い街づくりが課題である。

            　

        
        
            ６．PRTR法と洗剤

            　PRTR法では人の健康を損なう又は動植物の生息に支障を及ぼす恐れのある化学物質について、事業所からの届け出データによって総排出量を算出するが、家庭から排出される化学物質についでは国が推計し、排出量を集計している。

            　国のデータによると、家庭から排出されるPRTR法指定の化学物質の中で、合成洗剤に含まれるポリオキシエチレン=アルキルエーテルと直鎖アルキルベンゼンスルホン酸とで全体の54%と半分以上の割合を占めている。

            　水生生物に一定以上の毒t生を示す物質であるためPRTR法の対象物質に指定されてい ることから、河川、海の環境への影響が少なからずあるものと推定される。

            　また、下水道への化学物質の移動量上位10物質は次のグラフの通りである。

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            

            　

            　下水道への移動量では、アクリル製品の製造などで溶剤として使われるN.N-ジメチルホルムアミドが最も多いものの、ポリオキシエチレン=アルキルエーテルはここでも上位3位を占めており、河川の汚染など水環境への影響は大きいといえる。

            　前述の「1995年には1965年の2.4倍の洗剤を使うようになった」ということは何を表しているのか触れてみたい。

            　1965年には洗濯機が各家庭に普及した頃である。やがて、洗濯機は性能の向上とともに大型化していった。清潔志向がエスカレートし「朝シャン」などということが話題にもなり、テレビでは洗剤のコマーシャルが流れない日がない程次々に新発売の商品が市場に 出てきたことなどから、人々はこの30年の間に知らず知らずのうちに、洗剤を使い過ぎてきたのではないだろうか。

            　水洗いだけで十分なもの、金属類のタワシで物理的に擦れば済むもの、油汚れのお皿は紙などで拭きとっておくなどすればよいときにも、たっぷりの洗剤を使い、新発売のコマ 一シャルにつられて、様々な洗剤を使い過ぎてしまっていたのではないだろうか。

            　私たち一人ひとりが、毎日の水まわりの家事、洗髪や入浴時に洗剤をできる限り減らす工夫をすることで、河川の汚染はかなり改善され、清流の回復に貢献することになるであろう。

            　近年、洗剤を使わない洗濯機がS社によって開発されたのも、洗剤が環境を汚し続けていることに対し、何とかしたいという現れでもあった。電気分解水が衣類への付着細菌や脂肪、たんぱく質などの垢を分解し殺菌することを利用した洗剤ゼロの技術は今後、様々なところで活用されることを期待したい。

            　

        
        
            ７．水資源の有効利用

            　私たちは水道の蛇口を開ければ、いつでも水が出てくる生活を過ごしているが、世界の中では深刻な水不足で困っている国も多い。

            　地球規模での温暖化のため、気温が上昇するだけでなく大気のエネルギーが増すことから、ある所では千ばつの被害に襲われる一方、ある所では洪水の危険にさらされる事態が進んでいる。

            　そんな中で、20世紀は「石油をめぐる戦争」の時代であったのに対し、21世紀は「水をめぐる戦争」の時代になるであろうといわれている。既に各国で飲み水や農業用水を巡っての争いが始まっている。

            　そのような状況をふまえると、わが国においても水資源は無駄なく有効利用されることが求められていることは言うまでもない。また、昨今では水の供給においても、排水処理においても莫大な費用と労力をかけて維持している実情からも、水資源はもっと大切に使われなければならない。

            　家庭においては、お風呂の残り湯を洗濯や拭き掃除、庭の水撒きなどに再利用することや、洗剤使用量を少なくすることで、すすぎ時の水使用も少なくて済むなど水を無駄なく 大切に使いたいものである。

            　

            　雨水の有効利用はこれからの重要な課題である。

            　各家庭で雨樋から雨水を取り出して貯めておき、庭の水遣りや洗車などに利用する天水桶などの器具も開発されている。庭に池を作り雨水を貯めておく方法もある。バケツやタライを庭先やべランダに置いて雨水を貯めるというだけの方法でもよい。様々なやり方で皆が雨水を活用することで相次ぐ都市水害への対策の一翼を担うことになるであろう。

            　工場や会社のビルを新築する際には、屋上に雨水の貯水タンクを設置し、トイレの水として利用することを義務付ける方法も考えられる。

            　街中の地面は透水性舗装を広範囲に取り入れることで都市型洪水の抑止となり、地下水として涵養し、隣接する街路樹への水分供給もできる。ヒートアイランド化の低減にもなる。この透水性舗装は街中に雨水を蓄えるために不可欠なものである。

            　節水を心がけると同時に、街のあちこちに「小さなダム」を作り雨水を有効利用することは、省エネ、洪水対策になるだけでなく、河川の清流を守ることにも繫がっているのである。
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        ４．リサイクル

        
            １．ゴミとは何か

            　20世紀における「消費型システム」はモノの豊かさを求めた結果、「大量生産，大量消費，大量廃棄」の消費型となり、資源の枯渇を引き起こしてきた。

            　わが国では資源が乏しいため、毎年7億トンにも上る資源を輸入に頼っている実情である。それらの資源を有効利用するために、私たちはいままでのシステムを改めて「循環型システム」へと転換を迫られている。

            　私たちの周りから毎日出されるゴミは「一般廃棄物」と「産業廃棄物」の二つに大きく分けられる。

            　「一般廃棄物」は家庭から排出される生ゴミや粗大ゴミ、オフィスから排出される紙「産業廃棄物」は工場や建設現場などから排出される廃棄物をいう。

            　一般廃棄物の年間排出量は約5000万トンであるのに対し、産業廃棄物の年間排出 量は、その約8倍の4億トンとなっている。これらはリサイクル、焼却、破砕など中間処理はされるものの、最終的に埋立地に運ばれ処分される量は、合計で1億トン近くに達している。

            　

        
        
            ２．財政を圧迫するゴミ処理費

            　これだけの量のゴミが排出されるため、ゴミの最終処分場は不足しており、大都市においては既にパンク状態になっている。そのため、ゴミ処理費も高騰していて、一般廃棄物が現在1トンあたり平均約4万5000円で、東京区部では1トンあたり約6万円にも達しており、これは地方自治体の財政を圧迫している。

            　しかし、ゴミの排出量は依然として減少していないのが現実である。

            　

        
        
            ３．なぜリサイクルが必要か

            　このままゴミの排出量が減少しない状態が続いた場合、次のようなことが危惧される。

            ①今後、産業廃棄物で3年、一般廃棄物は8年でゴミを捨てる処分場がなくなってしまう。

            ②それならば焼却すればよいという考え方もあるが、焼却することで二酸化炭素や有害物質（特にダイオキシン）の発生で地球温暖化や環境汚染を促進させることになる。

            ③資源が乏しいわが国では毎年7億トンに上る資源を輸入に頼っているため、貴重な天然 源の有効活用が必要である。

            　これらの観点から、リサイクルによってゴミの減量化をはかっていくことが重要な課題となっている。

            　

        
        
            ４．望ましいリサイクルシステム

            　これまで、家庭から排出されるゴミに対し私たちが行ってきたリサイクルのあり方をまとめてみると次の通りである。

            ①ビン、缶、ペットボトルは行政主導型で回収。

            ②古紙ば資源回収業者に引き渡す。

            ③家具や衣類は不要品交換で他人にゆずるとか、リフォームして再利用する。

            ④電池などの水銀や重金属などは、有害である一方で貴重な資源である。これらのリサイクルで環境保全、資源の有効利用に努める。

            ⑤古紙、廃木材のリサイクルで森林資源の保護に寄与する。

            ⑥器包装のプラスチックゴミはポリエステルのワイシャツや制服に生まれ変わる他、卵パックなどのプラスチック容器に再生される。

            ⑦生ゴミはコンポスターなどで堆肥化し土に返して、野菜作りやガーデニングに利用する。

            ⑧家電製品は家電リサイクル法に則って回収してもらい、事業者がリサイクルをしていく。

            　

            　これらのことを私たちが自主的に徹底して実行すると、ゴミは限りなく少なくなり、殆んどなくなったという報告さえある。そのことを目指すためには行政、企業、消費者の理解、協力を得る相互連携のシステム作りが不可欠である。

            　細かな面では、まだまだ新たなリサイクル方法は出てくるものと思われるが、行政が市民に対する効果的な啓発、教育活動をさらに進めていくことを望みたい。

            　

        
        
            ５．拡大する生産者責任

            　2000年5月制定された「循環型社会（形成推進）基本法」に「拡大生産者責任」という新たな企業責任の考え方が盛り込まれた。

            　「拡大生産者責任」とは製品の製造、使用段階から使用後の処理まで、環境負荷に対する責任を生産者が負わなければならないというものである。

            　「循環型社会基本法」で明文化されたことで、今後のわが国のリサイクル政策では、この「拡大生産者責任」の考え方が強く反映されるものと思われる。

            　企業は「造って売ればおしまい」というこれまでとは異なり、製品のライフサイクル全般を通じたトータルコストの削減に努めながら、いかにしてリサイクルに対応していくのか取り組み始めている。

            　自社内でリサイクル効率のよい方法を模索すると共に、メーカー間での部品や材料の共 通化を進める動きも出てきているが大いに期待したい。

            　

        
        
            ６．リサイクルは安くはない

            　こうして各家庭や企業でリサイクルを進めていくことで、ゴミは大分減るものと思われる。

            　しかし、リサイクルは「ただ」でできるわけではなく、様々なコストがかかる。リサイクルにより、新たな廃棄物も発生し、それらの廃棄物を運ぶための燃料費、人件費、その他諸々の経費も予想される。さらに、リサイクル現場でも新たなエネルギーコストが加わることを考えるとリサイクルが安く済むはずはないのである。

            　ここで、1本のペットボトルのリサイクル費用について考えてみると、市が13円、産業界が7円を負担し、合計20円かかっている。たった1回だけの使用のために、ペットボトル1本のリサイクル費用が20円かかるのである。また、リタ一ナブルのビールビンとリサイクルするビール缶とでは購入費用を比較すると、ビンは190円、缶は220円 とリサイクルする缶ビールの方が1本につき30円も割高になっているのである。以上の2例は私たちの身近なところでのリサイクル費用を考える上で、いくつかのヒントを教えてくれるものである。

            　ポイントをまとめてみると、次のようなことがいえる。

            ①長持ちするモノを作ること。モノを大事に長い間使うことが大切である。（リデュース）

            ②使い終わったモノも、繰り返し使用する。（リュース）

            ③再使用できなくなったモノを資源として他のモノを作るために生かしていく。（リサイクル）

            　このように、Reduce→Reuse→Recycleという「3R」の考え方、暮し方において、リサイクルは1回だけの使用で簡単に行うものにではなく、いろいろ使い切った後に最後の手段としての対応であるといえる。

            　

        
        
            ７．リサイクル関連法

            　持続可能な発展を実現するために、資源を有効利用する循環型社会への転換をはかる必要があることから、2001年1月に「循環型社会基本法」が施行された。

            　「循環型社会基本法」では、環境問題の中でも特に緊急性の高い、廃棄物、リサイクル対策に絞って基本原則や政策の方向を定めている。「3R」や「拡大生産者責任」の概念も明記されている。

            　この法律のもとに、必要な関連法が次々に整備された。

            　それらは「廃棄物処理法」「資源有効利用促進法」「容器包装リサイクル法」「家電リサイクル法」「食品リサイクル法」「建設リサイクル法」「自動車リサイクル法」「グリーン購入法」である。

            　これに伴い、対応を怠った場合には廃棄物処理法のように、原状回復義務が課せられ、場合によっては営業許可が取り消されるようなこともある。

            　また、食品リサイクル法では、決められた目標を達成できなかった企業に対し、企業名の公表や業務改善命令といった罰則規定もあるなど、企業の環境に対する責任が厳しく問われるものである。

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            

            　

            
                (1)容器包装リサイクル法

                　家庭から出る一般廃棄物のうち、容器包装ゴミのリサイクルを定めた法律である。

                　1997年4月にガラスビンとぺットボトルを対象にスタートし、2000年4月からは紙やプラスチック容器も対象とされ本格施行された。

                　家庭から出るゴミのうち、容器包装ゴミは埋め立て処分場の六割を占めていたことから、これらを分別収集してリサイクルできれば、処分量を大幅に削減できる上、資源の有効利用が期待できるというものであった。

                　この法律では消費者は分別排出をし、行政（市町村）は分別回収をし、容器包装製造のメーカー（事業所）は引き取ったものをリサイクルするというのが大まかな仕組みである。この法律ができたことで評価すべき点もある一方、いくつかの問題点も出てきている。

                　

                評価すべき点

                ①自治体の回収率が上がり、埋め立て量が減り、最終処分場が延命化した。

                ②事業者のコスト削減努力により、容器包装の薄肉化、軽量化が進み、資源の節約につながった。

                　

                問題となっている点

                ①容器包装廃棄物の収集、運搬、分別、保管費用は自治体負担とされたため、自治体の負担が重い一方、事業所の負担は軽いため、容器包装の発生抑制を誘導する効果がない。

                ②むしろ、リサイクルすることを免罪符にペットボトルの生産量が増大し、減るはずのゴミの量は増え続け、リサイクルは進んだものの税金での負担は年々増え続ける一方である。（図2参照）

                ③容器の生産から廃棄までを総合的に計算して環境負荷をみたときに、ワンウェイビン、ぺットボトル、スチール缶、アルミ缶は環境負荷が大きく、リターナブルビンや紙容器が少ないという結果が出た。（グラフ3参照）つまり、容器包装リサイクル法に則ってリサイクルすればする程、環境に負荷を与え続けるということである。

                ④環境負荷も少なく、何度も繰り返し使い続けることができるリタ一ナブルビンが市場から姿を消える結果となった。

                ⑤たった1回飲み物の容器に使用しただけで使い捨てられるため、容器包装廃棄物が増え続けることは、リデュース（発生抑制）→リュース（再使用）→リサイクル（再資 源化）の3Rの考え方が抜け落ちており、循環型社会形成法に逆行するものとなって いる。

                　

                　容器包装リサイクル法は施行10年後の見直しが迫っているが、以上の問題点を踏まえ た上で抜本的見直しを念頭に入れた内容の改正が望まれる。

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                

                　

            
            
                (2)家電リサイクル法

                　2001年4月から使用済み家電製品のリサイクルを目的とした家電リサイクル法がスタ一トした。

                　対象となるのは、テレビ、エアコン、冷蔵庫、洗濯機の四品目である。

                　各家庭やオフィスなどで使用済みとなったこれら四品目は小売業者あるいは自治体によって引き取られる。

                　廃家電を引き取った小売店や自治体は、そのまま中古品として再利用してもらうこともできるが、それ以外は引き取り場所まで運搬する。廃家電を引き取ったメーカーはリサイクルプラントへ搬入し、そこで分解、破砕して、部品や原料として再商品化する。

                　このときのリサイクル率は50～60%と定められており、メーカーはこれを達成しなければならない。

                　環境省によれば、法施行以来、このシステムは順調に稼動しているという。

                　これらめリサイクルにかかるコストは消費者が一部負担することになっている。そのことで消費者には家電製品をなるベく長期間使用することで、排出量を減らす努力を求めている。

                　また、消費者は今後、長期間故障せず使い続けることのできる機種を選んで購入することになるため、メーカーは、より期待に添う機種の生産をめざすことにつながるものと予想される。

                　今後は対象品目にパソコン、携帯電話などの電子機器、ビデオデッキなどAV家電、ドライヤ一などが順次加えられるとみられている。

                　

            
            
                (3)食品リサイクル法

                　食品廃棄物の排出抑制、再資源化の促進を目的として、2001年6月に施行された。食品の製造、流通、販売の他、外食産業やホテル、学校、病院などがこの法律の対象事業者である。

                　この法律により、食品を循環資源として活用するための肥料化を行なう事業者の登録制度や、食品関連事業者などによる再生利用事業計画の作成、認定制度が設けられた。

                　食品廃棄物のリサイクル率は10 %前後に留まっていたが、施行から5年後の2006年に20%に上げる目標値を定めた。

                一般消費者も対象

                　一般消費者にも食品廃棄物の発生抑制、再生利用に努めることを求めている。

                　日本の食品廃棄物は、年間2000万トンに上ると推計される。つまり、それだけの食ベ物を捨てていることになる。

                　国連が戦争や災害などによる難民、被災民に行なった食糧援助は世界82力国の7700万人を対象とする420万トンであった。この年、日本政府は2億6000万ドルを国連に拠出していることを考えると、日本の食品廃棄物の量は常軌ではないといえる。

                　食糧の多くを外国に頼りながら、それらを大切に扱うことなく簡単に捨てている私たちの生活の仕方を考え直し、買い過ぎないこと、作り過ぎないこと、外食のときは食べ切れるだけのものを頼むことなどに努める必要があろう。

                　

            
            
                (4)建設リサイクル法

                　建設廃棄物は産業廃棄物として扱われているが、特に問題になっているのが不法投棄の多さで、不法投棄全体の8割が建設廃棄物である。また、建設廃棄物は減量化が難しいことから最終処分量の約4割を占める。

                　2002年5月施行の建設リサイクル法は、この建設廃棄物を削減し、資源の有効活用を目的にしている。

                　この法律は延床面積8 0平方メートル以上の建築物の解体工事、床面積500平方メートル以上の新築または改築工事などを対象として、コンクリート、アスファルト、木材の3品目を特定建設資材に指定し、分別解体、再資源化を義務づけた。

                　2020年には特定建設資材のリサイクル率を95%にする目標が揚げられている。そのために分別しやすい解体の方法をとらなければならず、結果的に再資源化が進むものとみられる。

                家を建てる段階から配慮

                　木造住宅の建て替えに際して排出される建設発生木材の量は2000年度時点で年間500万トンに及び、今後さらに増加されるものと予想される。

                　しかし、建設発生木材のリサイクル率は2000年度では38%に留まり、95年度の40%から横ばい状態にある。

                　そうした中で、マテリアルリサイクルとして木質チップの利用拡大が期待される。

                　しかし、塗装や防腐処理、シロアリ駆除処理などがされたものは、燃料用チップにはなるが、様々な製品にはしにくく、再利用できない。

                　今後、建設発生木材の利用を広げていくためには、家を建てる段階から、材料選びや分別解体のしやすさなど、リサイクルしやすいような配慮が必要である。

                　

                　

            
            
                (5)自動車リサイクル法

                　2004年4月、自動車とその解体くずであるシュレッダーダストの不法投棄を防止することを最大の目的として施行された。

                　自動車については、すでに、部品のリユース、鉄や非鉄金属の回収・再利用のシステム ができていることから、この法律では処理が困難なシュレッダーダスト、カーエアコンに使われているフロン類、エアバッグの3品目について自動車メ一力一および輸入業者に回収、再利用（フロンについては破壊•無害化）を義務づけている。

                　リサイクル料金はユーザーの負担となり、新車販売時や最初の車検時までに購入者が支払う。

                　自動車は重量の7割が鉄で、その他の金属やタイヤなどを含めて、リサイクル率は重量比80～85%を実現している。法の施行にあたり2015年までに重量比95%以上の 再資源化を目標に掲げている。

                　

            
            
                (6)グリーン購入法

                　ここまで、リサイクル関連法をみてくる中で、廃棄物を各分野でリサイクルしていくまでの取り組みを紹介してきたが、どれだけリサイクルが進んでも、再生製品が売れなければリサイクルの輪は止まってしまうのである。循環型社会を実現するには、リサイクル製 品の需要拡大が必要である。

                　2001年4月に施行された「グリーン購入法」はそれを具現化させるために制定され、国の機関、地方自治体には、特定調達品目について重点的に環境配慮を進めることを求めている。

                　特定調達品目として印刷・情報用紙、トイレットペーパー、文具類、OA機器、車両などのほか、公共工事に使われる資材、省エネ、ゴミ処理などが挙げられ、これらについての基準も設けられている。

                　公共機関による調達推進と併せて、企業には環境配慮型製品についての情報提供を求め、環境ラベルの活用も盛り込まれている。

                　消費者に対しても、環境配慮型製品を選択することを求める内容になっている。
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        ５．化学物質とPRTR法

        　私たちの周りでは様々な化学物質が使用されており、それらが大気、水域、土壌へ排出されることにより、少なからず環境汚染を引き起こしている。

        　環境修復や地球環境保全を勧めるための環境法関連の法律は40にも上り、相互に関連している。その中から化学物質を扱う多くの企業が環境報告書に記載していることからPRTR法について取り上げてみたい。

        　平成11年7月「特定化学物質の環境への排出量の把握及び管理の改善の促進に関する法律」（化学物質排出把握促進法）としてPRTR法が成立し、14年4月に事業者からの届け出がスタートした。

        　PRTR制度とは、人の健康や生態系に有害な恐れがある化学物質について、環境中への排出量及び廃棄物に含まれる物質の移動量を事業者が自ら把握して行政庁に報告し、行 政庁は事業者からの届け出や統計資料などを用いた推計に基づき排出量、移動量を集計し公表する仕組みである。

        　

        
            １．PRTR法の目的

            　有害性のある化学物質の環境への排出量を把握することなどにより、化学物質を取り扱う事業者の自主的な化学物質の管理の改善を促進し、化学物質による環境の保全上の支障が生ずることを未然に防止することを目的として制定された。

            　一つひとつの化学物質に基準値を設けて規制する従来の方法と異なり、多くの化学物質排出量などの情報を公開することによって社会全体で化学物質の管理を行おうというものである。

            　

        
        
            ２．PRTR法の対象化学物質

            　対象となる化学物質は、人の健康を損なう、又は動植物の生息もしくは生育に支障を及ぼす恐れがあると認められるものである。何万種類もある化学物質のうちどの物質をPRTR制度の対象にするかは、有害性についての国際的な評価や生産量などを踏まえ、専門家の意見を聴いて決められている。

            　対象物質はそれが環境中にどれくらい存在しているかによって「第一種指定化学物質」と「第二種指定化学物質」の2つに分けられている。

        
        
            ３．PRTR法の対象事業者

            　対象化学物質を製造したり、使用したり、環境中へ排出している事業者のうち以下の条件にすべて合致する事業者に届け出の義務がある。対象となった事業者は毎年4～6月の間に、前年度に事業所から環境中に排出された化学物質の排出量及び移動された化学物質の移動量を国へ届け出することが義務づけられている。

            ①従業員数が常用雇用者21人以上の事業者

            ②第一種指定化学物質のいずれかを1年間に5トン以上（特定第一種指定化学物質については0.5トン以上）取り扱う事業所を有するなどの要件を満たす事業者。

            ※対象外め残りの事業所からの排出量は、家庭や自動車などからの排出量と同様に国が推計。

            　

        
        
            ４．第一種指定化学物質とはどんな物質か？

            　次のいずれかの有害性の条件に当てはまり、かつ、環境中に広く継続的に存在するもので対象物質は354物質である。

            ①人の健康を損なう又は動植物の生息もしくは生育に支障を及ぼす恐れがあるもの。

            ②その物質g体は人の健康を損なう又は動植物の生息もしくは生育に支障を及ぼす恐れがなくても、環境中に排出された後で化学変化を起こし、容易に上記の有害物質を生成するもの。

            ②オゾン層を破壊する恐れのあるもの。

            対象物質の例

            ①人の健康を損なう恐れのあるもの

            　例：ベンゼン

            　●主な用途

            　　石油成分の一つで、石油の精製により工業的に製造される。染料や合成洗剤、医薬品、合成繊維、農薬、防虫剤など多くの石油化学製品の原料として使われている。またガソリン中にも含まれており、給油時や走行時に大気に排出される。

            　●有

            　　人への発ガン性が認められている。高濃度の蒸気を短時間に大量に吸い込むと、皮膚や気道が刺激され、めまいや頭痛、吐き気、意識喪失などを引き起こす。

            ②動植物の生息もしくは生育に支障を及ぼす恐れがあるもの

            　例：ノニルフエノール

            　●主な用途

            　　主に洗剤となる界面活性剤の合成用原料として使われている。親油性フエノール樹脂やグリセリンなどのエステル類の合成原料としても使われている。また、殺虫剤、殺菌剤、抗菌剤、抗カビ剤に用いられたり、酸化防止剤や腐食防止剤として石油系製品に加えられたりすることもある。

            　●有害性

            　　水生生物に対して毒性があることが認められている。また、同濃度では女性ホルモンよりは弱いながらも、メダカに対する内分泌かく乱作用を持つことが強く推察されている。

            ③オゾン層を破壊し、太陽紫外放射の地表に到達する量を増加させることにより人の健康を損なう恐れがあるもの

            　例：ジクロ ロジフルオロメタン

            　●主な用途

            　　一般にフロンガスと呼ばれるものの一つで、無色、無臭、不燃性で化学的に安定しているなどの特性があり、冷蔵庫や空調の冷媒として使われてきた。

            　●有害性

            　　大気中に排出されたフロンガスは、ゆっくりと上昇していき、オゾン層のある高度まで達すると、宇宙からの強い紫外線を受けて分解する。このときに塩素が発生して、この塩素がオゾン層を破壊する。オゾン層破壊により本来オゾン層で吸収されるはずの有害な紫外線が大量に地上に降り注ぎ、皮膚がんや白内障が増えると考えられる。

            　

            ※第一種指定化学物質のうち、人に対する発ガン性がある物質は「特定第一種指定化学物 質」と呼ばれ、次の12種類が指定されている。

            

            ※第二種指定化学物質については届け出の義務はないが81物質が指定されている。

        
        
            ５．環境への排出が多かった上位10物質

            ①トルエン（281)

            ②キシレン（169)

            ③ジクロ ロメタン=塩イ匕メタン（43)

            ④エチルベンゼン（40)

            ⑤ホルムアルデヒド（29)

            ⑥ポリ（オキシエチレン）=アルキルエーテル（21)

            ⑦直鎖アルキルベンゼンスルホン酸（20)

            ⑧ベンゼン（19)

            ⑨トリクロロエチレン（19)

            ⑩ジクロロベンゼン（18)

            排出量（千トン/年）

            　

        
        
            ６．家庭から排出される物質

            　排出量の多い上位3物質は次の通りである。

            ①p-ジクロロベンゼン

            ②ポリ（オキシエチレン）=アルキルエーテル

            ③直鎖アルキルベンゼンスルホン酸

            　

            　排出量の多い上位3物質の主な用途と有害性は次の通りである。

            　p-ジタロロベンゼンは、家庭で使用される衣類防止剤が主な発生源となっている。p-ジクb ロベンゼンはシックハウス症候群との関連性が疑われていることから、室内空気農度の指針値が定められ、また水質汚濁要監視項目指針値も定められている。

            　ポリ=アルキルエーテル、直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩は界面活性剤として主に合成洗剤などに含まれる物質群である。両者ともに水生生物に一定以上の毒性を示す物質として、PRTRの対象物質に選定されている。

            　

        
        
            ７．身のまわりの気になる化学物質

            　発がん性のある物質のうち排出量が最も多かった物質は、ベンゼンである。

            　ベンゼンの排出量の内訳をみると年間に事業所2770トン、事業所以外16410トンで事業所以外の方が事業所からの排出量より多くなっている。ベンゼンはガソリンに含まれる成分であるため、自動車などの排気ガスが主な発生源となっている。

            　

        
        
            ８．PRTR法の今後の課題

            　私たちの生活水準を高めるために様々な化学物質が使われてきた。しかし、それらの化学物質が自然資源や環境を犠牲にしたものであってはならない。

            　わが国の環境法は実現可能な技術レベルを考えた範囲の規制であり、しかも多くは出口規制が特徴である。従って、技術レベルが達していないということから有害性というリスクを持ったまま環境に放出される物質が多い。

            　PRTR法により、国だけでなく市民も化学物質のリスクに関する情報をもつことができるようになったことは大きな進展といえる。しかし、企業が製造する化学物質に関して、特に人の健康や環境に対するリスクに関して、十分なデータを提供するに止まらず、有害 物質によって引き起こされるリスクを早急に減少させる努力こそが課題であり、さらにその課題の克服こそがPRTR法の目指すところであろう。
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        ６．住と化学物質

        　近年、私たちの生活を便利にしてくれた化学物質は数多くある。

        　軽くて壊れ難いブラスチック食器、力ップ麵やぺットボトルの容器、断熱性や耐火性に優れていることで多方面に用いられてきたアスベストなどには便利さの反面、健康に不安な面があるものも多い。

        　その中から、住宅メーカーに関る化学物質の問題としてシックハウスについて取り上げてみたい。

        　

        
            １．シックハウス症候群

            　1990年代頃から、私たちの周りで、新築の家や室内のリフォームをした家やマンションに住み始めた直後から、喉や鼻の奥が痛くなったり、目がちかちかして痛くなったり、 皮膚がかゆくなったりと健康を害する症状が出ているという身体の不調を訴える人が増え てきた。

            　その場を離れている間は、この症状が次第に治っていくのだが、家に入るとふたたび、同様の症状が再発してくる。これが「シックハウス症候群」といわれるものである。

            　

        
        
            ２．シックハウス症候群の原因

            　この原因としては、室内の建材などから放散する化学物質による室内空気汚染によるものと考えられている。

            　具体的には壁紙（主に塩ビクロス）に含まれている可塑剤と壁紙を貼るために使用された接着剤、畳に含まれる防虫剤、カーテン類に含まれている難燃剤、家具、木質建材、フ ローリング材の素材の合板に使用されているホルマリン系接着剤や木質建材の施工に使用される接着剤、内装などに使われる樹脂塗料、ワックスなどに含まれている揮発性化学物質などが原因あるいは引き金になるとされている。

            　

        
        
            ３．化学物質に囲まれた私たちの生活

            　化学物質はこれらの建材の他にも、私たちの生活のいたるところで使用されている。家具などに使用される接着剤、塗料、ワックスに始まって、芳香スプレー、化粧スプレ一、殺虫剤スプレー、電気式蚊取り器、暖房機器や食品にいたるまで、私たちの周りには化学物質が溢れている。

            　このような生活様式において、私たちの身体は常に何らかの化学物質による影響を受けているのであり、その代表的なものが「シックハウス症候群」である。

            　この「シックハウス症候群」は「化学物質過敏症」と密接な関係があるが全く同一なものではない。「化学物質過敏症」の初期症状のある人や、喘息やアレルギー性の人は「シックハウス症候群」にかかりやすいが、いままで体力に自信があった人がリフォームや新築工事をきっかけに突然発症するケースも多い。また、「シックハウス症候群」にかかった人は、このことが引き金になって「化学物質過敏症」となり、子どもの中には今まではなんでもな’かったタレヨン、接着剤、ペンキなどにまで敏感に反応してしまうような例さえある。

            　このようにして揮発性有機化合物による住宅の室内空気汚染が、ここ10年程の間に大きな社会問題となってきた。

            　

        
        
            ４．シックハウス症候群に対する対応の遅れ

            　1970年代頃から、木質建材中のホルムアルデヒドに関して問題となってはいたが、この「シックハウス症候群」の症状は、ある家庭で発生したとしても、それが家族全員に起こるのではなく、主婦や幼児に起こる確率が高いのだが、他の家族に理解してもらえず、 医療機関や化学会社の認識度も不十分であり、そのために解決を難しくしてきた。

            　特に注目すべきは、ハウスメーカーがこの問題を一つひとつ原因追求することが少なかったことである。「健康住宅」「高気密•高断熱住宅」と銘打って売り出してきたメーカーが多いが高気密•高断熱になればなる程、化学物質は室外に放散されずに室内に滞留しているのである。

            　

        
        
            ５．「高気密•高断熱」の危険性

            　ここで大切なことは「シックハウス症候群」が機密性の高い室内で起こっているということである。

            　その他、今日このような問題が大きくなった原因は次の点が上げられる。

            ①住宅の高気密•高断熱が極度に高くなった。

            ②住宅の換気についてよりは省エネ対策が中心になり過ぎていた。

            ③建築内装部材や建材に化学物質が非常に多く使用されていることに加えて、その他の化学物質が室内に溢れている。

            ④室内で各種スプレー製品（へヤ-ムース類を含む）の使用が多くなっている。特に狭いマンションの洗面所は換気が出来ない状態であるだけに、危険がいっぱいである。

            ⑤建築の見かけのデザインにとらわれて、材料そのものの安全性を忘れがちである。

            ⑥換気をすべき窓が少なくなっていること。

            ⑦建築内装材に呼吸する（調湿性）材料を使っていない。

            ⑧日本の気候風土と欧米の気候風土が異なることを踏まえずに、海外の建築内装を真似過ぎたことによる。

            ④肝心の基礎材料にお金をかけず、エ期短縮と安い材料でコストダウンをはかる工法をとっている建築設計の誤り。

            　

        
        
            ６．国や仙台市のシックハウス症候群対策への取り組み

            　国においては、平成12年4月に「シックハウス対策関係省庁連絡会議」を設置し、「揮 発性有機化合物（VOC)等の室内濃度指針値」の設定、大規模ビルを対象とした「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」の改正（以上厚生労働省）、「学校環境衛生の 基準」を改訂（文部科学省）、「建築基準法」の改正（国土交通省）等、関係省庁が連携しながら対策を進めてきた。

            　仙台市においても、平成12年11月に市民局•健康福祉局•都市整備局•教育局等の庁内関係課で構成する「仙台シックハウス対策連絡会議」を設置し、情報交換を行いながら、市有施設のシックハウス対策を進めている。

            　シックハウスに関する国の規制等は各行政分野ごとに微妙な違いがあるが、仙台市では現時点における科学的知見や現実に採用し得る技術などを前提に、庁内におけるシックハウス対策をより高いレベルで統一的に実施するため「市有施設におけるシックハウス対策 マニュアル」（平成16年3月策定）を作成し、実施している。

            　また、各区役所の衛生課では、住宅のシックハウスに関する市民相談窓口を解説しており、化学物質の簡単な測定も行っている。

            　国が設置した「シックハウス（室内空気汚染）問題に関する検討会」は、その中間報告書（2000年9月）のなかで、室内空気質指針値の適用について、以下のように述べている。

            　「現代社会に住む人々は、その多くの時間を室内空間で過ごす訳であるから、そこでの生活の質が保障されなければならない。（中略）本検討会で策定去れる指針値は、生産的 な生活に必須な特殊な発生源がない限り、下記に示すあらゆる室内空間に適用されるべきである。

            　住居（戸建、集合住宅）、オフィスビル、病院、医療機関、学校、教育機関、幼稚園、保育園、 養護施設、高齡者ケア施設、宿泊・保養施設、体育施設、図書館、飲食店、劇場、映画館、公衆浴場、役所、地下街、車両、その他」

            　

            　その後、平成15年7月1日に改正建築基準法が施行された。それは、ホルムアルデヒドの濃度を0.08ppm以下に抑えるための内装制限と、クロルピリホスの使用中止及び24時間換気を義務づけるるものであった。

            　また、文部省は4物質、厚生労働省でも13物質のガイドラインが設けられた。

            　ところが，建材に使用されている化学物質は300種以上といわれている中で、わずか13物質、しかも、その規制値が非常に甘いものであった。

            　

            　

        
        
            ７．ホルムアルデヒドは微量でも危険

            　トルエンやホルムアルデヒドは10年以上残留するという調査報告も出ているし、国土交通省の調査でも、5年後の方がむしろ室内汚染濃度が上昇することもあるという。

            　有害物質は微量であればいいという考え方があるが、シックハウス症候群では、時には微量での影響で社会生活が成り立たなくなるなど、人生や家族関係が崩壊するほどの症状 になる方も多いことを考慮すれば法規制が甘いと言わざるを得ない。

            　従って、有害物質の低減化を図るというものではなく、安全な素材を使用していくということが、この問題の解決には必要である。

            　また、世界のホルムアルデヒドの基準はそれぞれ異なるが、大切なことはその国によって、実際に気温が異なるということである。

            　つまり日本では真夏の気温が40℃を越えることもあり、通常、反応速度は温度が10℃ 高くなると2倍になるといわれることを考慮すると、20℃を1とすると、30℃では2倍と なり、40℃では4倍になる。

            　わが国のような6月～8月の高温では国指針値の2倍以上のホルムアルデヒド量が放散しているとみるべきである。

            　

            　

            　

            

        
        
            ８．今の建築方式と日本の気候風土

            　「シックハウス症候群」を考えるにあたって、もう一度日本の気候について学び直してみることが大切である。

            　日本では夏は高温•多湿であり、冬は低温.低湿である。一方、ベルリンなどでは夏は中温・低湿で冬は低温・高湿である。

            　このように日本とヨーロッパの気候の違いがあるため、ヨーロッパの建築工法や住まい方と同じにはならないことは明らかである。

            　とくに北欧の気候は中温・低湿なため、木質建材で作られた住宅は腐朽しにくいことが分る。

            　海外の建築工法を一方的に取り入れ、日本の気候風土の基本にたった住宅設計がなされてこなかったところに、「シックハウス症候群」が急速に増えた要因の一つがあるといえる。

            　

        
        
            ９．新築やリフォームの際に気をつけること

            　新築やリフォーム工事において、注意するポイントは次の三点である。

            ①適切な材料の選択

            　ホルムアルデヒド、トルエン、防腐剤、可塑剤などの化学物質の放散が出来る限り少ない材料を選ぶこと。

            ②適切な施工建材，施工材を正しく施工する。計画的なエ期を設定する。

            ③効率的な換気ができるような窓の配置や間取りを設定する。適切な換気量を確保する。

            　

        
        
            １０．今後の課題

            　今後「シックハウス症候群」は若干少なくなることはあっても、当分はなくなることはないであろう。

            　それは、住宅建築において省エネと意匠性を求めて、当分、現在の建築工法の流れは続くと考えられるからである。

            　そのことから、次の三点につき、早急に整備する必要がある。

            ①「シックハウス症候群」発生原因となる臭気の調査を行い、原因物質を取り除くための指導を行う機関の設置。

            ②「シックハウス症候群」にかかった者の治療を行う医療機関の整備。

            ③「健康で安全な住宅」を求めて建材、工法、接着剤、塗料、壁装材などの見直しが必要であり最終的にはこのことに尽きる。

            　そのために国の法整備の徹底化、メーカー側の研鑽の積み重ね、消費者側の厳しく選択する意識が重要になるであろう。
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        ７．京都議定書と地球温暖化対策

        　近年、日本国内だけでなく世界中で異常気象が多発し、地球温暖化で海面が上昇するなど自然環境への深刻な影響が出始めている。

        　1997年12月に京都で開かれた「気候変動枠組み条約」の第3回締約国会議では京都議 疋書が採択された。

        　京都議定書では地球温暖化を抑えるため二酸化炭素、メタン、フロンガスなど6種類の温室効果ガスの削減を先進国に義務付けている。

        　これらの温室効果ガスの大半をしめ、経済活動と関係が深いのが二酸化炭素である。二酸化炭素は石油などを燃やすことで生じることから、地球温暖化の原因は自動車の排ガス、家庭や産業活動でのエネルギーの大量使用によって増加しており、さらに森林の減少なども影響していると考えられている。

        　義務付けられた削減量は1990年の時点と比べて日本6%、カナダ6%、EU8%、スイス8%、アメリカ7%など先進国全体で5.2%と数値が定められ、各国では2008年～2012年に実施することになっている。

        　2004年11月、ロシアが批准したことを受け、条約発効の条件（二酸化炭素排出量が先進国総排出量の55%以上であること）が満たされ、2005年2月にようやく発効に至った。192か国のうち131か国とEUが批准したことになる。

        　しかし、温室効果ガスの最大排出国のアメリカが京都議定書を離脱し、その後のモントリオル会議で和解の意志を示してはいるものの、排出量の多い中国とかインドなどの途上国が削減義務を免除されるなど課題も多く、今後それらの国々をいかに削減の枠組みに引き込めるかが課題である。

        　

        
            １．排出取引制度

            　京都議定書の特徴は排出取引制度という経済原理を導入した点である。

            　削減目標を達成するのが難しい国が削減目標に対し余裕のある国から余剰分を購入することができるという制度である。

            　しかし、初めから制度をあてにして国内の削減義務を怠るようなことがあるならば、削減効果が期待できないものになりかねない。またどの国も経済的負担を避けたいことから、制度を用いるのは最後の手段としての導入ともいえる。

            　

        
        
            ２．京都議定書の目的

            　この「気候変動枠組み条約」には次の3つの目的がある。

            (1)生態系を壊さないようにする。

            (2)私たちにとって必要な食糧が壊滅的な状態になる前に手を打つ。

            (3)経済活動においての持続可能な開発、その基盤が壊れないようにする。

            　日本の削減目標は1990年比で6%であるが、1990年に比べて2005年現在、削減どころか逆に8%増えていることから合計で14%減らさなければならない。目的達成のためには企業、市民、行政がそれぞれの立場での取り組みが急務である。

            　

        
        
            ３．ライフスタイルの見直し

            　わが国では二酸化炭素の排出源をみると民生部門と運輸部門が増え続けている。

            　市民の家庭生活のあり方と移動手段としての車からの排ガスに解決の糸ロがあるといえる。

            　私たちの家庭生活でのライフスタイル見直しが大きな課題といえよう。

            　どのようにして二酸化炭素を減らしていけるのか、具体例を上げると次の通りである。

            　

            (1)大量生産、大量消費、大量廃棄の生活スタイルを改め、モノを大切に使い、使い終 わったものも、もう一度資源として使えるようにして環境への負荷を少なくする循環型社会の生活スタイルで暮すことが大切である。そのために、「長持ちする商品」「いつでも修理できる商品」の製造•販売を望みたい。また消費者もそのような商品を積極的に選ぶようにしたい。

            (2)資源を大切にするためにリサイクルを徹底させ、ごみの減量化に努める。家庭ごみの重さの8割が生ごみと紙類で、容量では紙類とプラスチック類で8割を占めている。生ごみは堆肥化し土に戻し、紙類、プラスチック類はリサイクルすることで、 家庭ごみの8割以上が減量できる。

            (3)グリーンコンシューマー（日々の買い物で環境を大切にしている商品や店を選び、環境に配慮した生活をしている人）をめざす。

            　〇使い捨て商品を買わない。〇再生品を選ぶ。〇マイバッグ持参でレジ袋を断る 〇生鮮食料品は旬のもの、地場のものを選ぶ。〇包装材の少ないものを選ぶ。○計画的で無駄のない買い物をする。

            (4)省エネ家電などの省エネ製品を選ぶ。毎日の生活の中で省エネ効果が高いのが「トップランナー基準」に基づくエネルギ 一消費効率の高い家電製品の省エネルギー効率向上である。業界最先端の省エネ基準を満たす製品が市場に出て、消費者の買い替えが進むことで、旧基準との差がそのまま二酸化炭素削減につながる。「トップランナー基準」はテレビ、冷蔵庫、エアコンなど18種類が設けられていて、経済産業省は、これで2900万トンの二酸化炭素削減が可能としている。他にもハイブリッド自動車や天然ガス車、高効率照明、高効率給湯器の普及など省エネ製品への買い替えは需要が高まるものと思われる。

            (5)照明、テレビ等つけっ放しを改め、必要のないときはこまめに消す。

            (6)待機電力の削減のため、使用していない家電のコンセントを抜いておく。家電消費電力の約1割が待機消費電力といわれている。中でもビデオデッキ24%、ガス給湯器12%、オーデオコンポ12%など機能選択の多い家電ほど待機電力を多く消費する。

            (7)食糧、電気、水、ガス、家庭用品、衣類などすべてにおいて必要にして最少の使用量を心がける。

            (8)遠距離以外ではできるだけ自動車を使わず徒歩、自転車やバス、地下鉄などで移動 する。

            (9)お風呂の残り湯は洗濯、洗車、拭き掃除などに再利用し、歯磨きの際も水を流しっ放しにせず、蛇口をこまめに止める。

            (10)水道水は勢いよく出し過ぎず、鉛筆の太さ位に出すのが、無駄がなく効果的である。

            (11)雨水を貯めて利用することで省エネだけでなく、災害時の用水にもなり安心である。

            (12)冷房設定温度は28°C、暖房設定温度は20℃にし、自然を上手く取り入れて過す。

            　

            　次に社会全体として、次のような取り組みもある。

            (1)「テレワークによる在宅勤務」や職場の出張をテレビ会議にすることで、鉄道や車の利用が減り、二酸化炭素が削減できる。

            (2)「地産地消」で遠距離輸送を減らすことで排ガスの削減を図ることができる。

            (3)企業では輸送車を天然ガス車にすることで、二酸化炭素が2～3割削減、SOxも4～6割削減できる。SOxはほとんど出ないというメリットがある。

            (4)森林の間伐を行なうことで、二酸化炭素吸収を間伐前より16%増加させることができる。

            (5)電力会社などエネルギー業界の二酸化炭素削減方法として太陽光発電、風力発電、バイオマス発電などg然エネルギーの開発と利用を進めるため補助金対策など国の効果ある施策が望まれる。

            (6)無駄なアイドリング、無駄な荷物の積載をせず、スムースな経済運転をする。

            (7)しばらく席を離れる時は、パソコンをOFFにする。

            (8)市民の車としてハイブリッド車、天然ガス車など環境負荷の少ない車の普及や、水素電池などによる技術革新も望まれる。

            (9)企業の中では二酸化炭素の吸収•固定のために海外での植林事業を行なうところがあるが、国内での植林事業の推進も重要である。
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        ８．企業の社会環境報告の事例

        
            １．環境報告書を読み比べて～企業の雇用問題への取組みを考える～

            
                (1)雇用と企業の社会的責任

                今後、少子高齢化が一層進むと、企業は労働力を持続的に確保する必要性がでてくる。 一方、昨今の勤労者の価値観は多様化し、仕事に対する目的意識にも変化が生じている。 家庭と仕事のバランスをとりながら働き続けようとする者、自己実現や社会貢献に重点を置いた生き方をしたい者などさまざまな人が混在し、雇用の流動化も活発である。これらの多様なニーズを持つ「人」という経営資源に、いかに企業が応えていくかが今問われている。個々人の個性や能力を十分に活かした人材育成をどのようにすすめるか、心身ともに安全•安心して働ける職場環境をいかにつくりあげるか、さらには仕事と家庭生活との両立を多方面からいかに支援していくことができるのかについて、企業は真剣な対応が求 められている。昨今、①若者の雇用問題（ニート・フリーターの増加、早期退職率の増加）や、②非正規社員の処遇改善③高齢者や障害者・外国人などの雇用のバリアフリ一に関する問題等のさまざまな雇用に関する課題が議論されている。企業は従来からの雇用システムを見直し、雇用の安定と人材育成について長期的な視点にたって再構築する時期がきている。公的社会保障制度や税制を維持していくためにも、政策を補完する企業の役割が期待される。それは公器としての企業の社会的責任である。

                　

            
            
                (2)雇用に関する主な記載事項

                記載された項目を大きく分類すると、①人材育成に係る事項②健康確保に関する取組み③労働衛生・防災活動に関する事項④人権への配慮⑤機会均等に関する取組み⑥仕事と家庭生活の両立支援に関する取組み⑦定年後のキャリア支援⑧安定した労使関係に関する事項がある。いずれも、企業は社員が安心して働ける職場環境作りを目的として各種施策を実施しているが、その開示内容の情報量・質はさまざまである。どれくらい安全に配慮して仕事がなされているか、社員をどれだけ大切に育てようと教育しているか、その記載によって、われわれ消費者は企業に信頼を寄せる。これから就職をしようとする者、商品サービスを購入しようとする者は、その選択の基準として「社会・環境報告書」を活用するの である。概ね、どの企業も人材教育体系や安全衛生災害対策、健康確保への取組みを中心として、女性の活用や育児支援への取組み状況について若干ふれている。（別表「社会・環境報告書における雇用に関する記載事項」参照）

                　

            
            
                (3)厚生労働白書から見る雇用問題と環境報告書の検証

                　厚生労働白書（平成17年度版）では、①安心して子どもを生み育て、意欲を持って働ける環境づくり②雇用のミスマッチ縮小のための雇用対策の推進③安心して働ける環境づくりが取上げられている。とりわけ、③では、多様な働き方を可能とする労働環境の整備として、労働時間の短縮や年次有給休暇の取得促進、始業•終業時刻の繰上げ・繰り下げやまどまった休暇の取得が課題とされている。さらに、急増するパートタイム労働者の処遇改善と能力の有効活用と正社員への転換制度について、その必要性が述べられている。これらの社会の要請に対し、企業は何ができるかの経営視点を「社会・環境報告書」にも反映させる必要性があるのではないか。企業は従来からの制度紹介にとどまることなく、経済・社会の変化に対応した雇用問題への積極的取組みを通じて、将来に向けて社会的責任をいかに持続的に果たしていくのか、ステークホルダーへの説明責任が求められる。

                 (別表「社会・環境報告書における雇用に関する記載事項」参照）

                　

            
            
                (4)社会環境報告書の課題（雇用分野）

                ①経営活動についてCSRを発揮するためのPDCAサイクルを明記する

                　CSR (企業の社会的責任）経営の実効をあげるためには、経営方針や理念を核とした経営戦略・事業計画を系統立てて策定することが重要になる。どの項目（分野）をどれ位の質（目標設定）で、どのような方法で社会的責任を果たしていくのか、戦略的なプロセスが必要である。社会性報告書にも取組みのP (計画）・D (実行）・C (評価）・A (改善実行) サイクルを明記することが求められる。

                　

                ②法的責任＋αの責任遂行を

                　各社の雇用に関する取組みの充実度はさまざまである。一例として障害者雇用について見ると、国が義務付ける障害者雇用率1.8%をクリア一しているか否かに焦点を置いた報告書もあれば、まったく記載のない報告書もみられた。今回のワークショップでとりあげた企業以外にも数社の報告書を読み比べてみると、積極的に障害者雇用を促進し、自社の事業拡大と障害者の自立支援を両立している企業もある。今後は、法的な責任を果たすことは企業の最低限の責任となり、それを超えて従業員にプラスアルファの支援をする企業がより社会的責任を果たす企業として評価されていくことになるであろう。

                　

                ③取組み過程の説明責任がより重要

                　各種雇用関連デ一タの推移を掲載しているものの、どのような取組みをすることによって改善されたのか、また目標未達となったのか、さらに中長期的にどのような改善取組みを行う方針なのかについて、項目によっては説明が不十分なものがみられる。大切なのは、制度やしくみを作ることで満足するのではなく、いかに従業員がそれらの制度を使える環境を整備していくのかという視点である。数値結果のみならず、取組み過程の説明責任こそがより重要である。

                　

                ④情報量と内容の拡大を

                　環境領域の記載内容に比較して、社会性報告部門の記載は、制度の有無やデータの集計結果にとどまっている傾向がある。特に雇用にかかる情報開示についてはまだまだ消極的であり、企業の情報量と内容には大きな格差がある。その理由は①報告書が環境報告を主としたものか、サスティナビリティ報告を主として作成されたものかの違いがあること。 また、②掲載する項目が企業の経営方針や取り巻く環境、長年培われた企業風土によって任意選択しているためバラツキが生じているためである。その結果、同様の指標をすべての項目において他社と比較検討することは困難となっている。しかし、ステークホルダ一 とのコミュニケーシヨンを促進するためには、情報量と内容をさらに積極的に拡大する必要がある。「人」を大切にする企業であることを開示することは、企業にとっても企業価値を高めることになると考える。

                　

                ⑤企業の社会性評価基軸の策定が必要

                　企業は、環境・社会報告書をステークホルダーとの持続的なコミュニケーションツール として、発行の都度アンケートを実施し経営活動の改善に活かすとともに、次号の報告書発行の参考としている。昨今は、企業自身による評価に加えて、第三者（機関）の評価を掲載しているものも多くなっている。雇用の面からは従業員自身の声が反映される方法を 組み入れることも必要であろう。しかし、問題は企業の活動を評価する際に、項目のガイドラインはあっても、内容の評価基軸がないことである。企業が独自の裁量で作成することを前提としながらも、消費者が環境報告書を真に理解するには、一定範囲について「環境報告書評価の標準化（チェックリスト）」が必要ではないかと考える。

                　本報告書は厚生労働白書（平成17年度版）に掲載された昨今の雇用にかかる諸問題に対し、企業が取り組むべき課題について、消費者視点から「社会・環境報告書」に掲載すべき指標を抽出し、実際に数社の報告書を読み比べた結果をまとめたものである。作成にあたり、企業におかれては、今後の「環境報告書」作成にあたり消費者視点として参考いただきたい。また、消費者におかれては、「環境報告書」を読む際のポイントとしてご参 考いただきたいという観点から作成した。
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        ９．白書からみる主な雇用問題

        (平成17年度厚生労働白書•労働経済白書より抜粋記載、グラフ、図表は、労働経済白 書付属統訐表より転載）

        　

        
            (1)若者の就業問題

            　経済不況が長期化し、完全失業率は、平成14年は5.4%、平成17年8月は4.3%と 依然高い水準にある。特に、24歳以下では約9 %と全体の失業率の約2倍となっている。平成16年のフリーターは213万人、若年無業者（学校にも通っておらず、働いてもおらず、職業訓練を行っていないもので、通称ニートと呼ばれる者）は64万人と増加している。また、2001年に卒業後就職した若者の3年以内の早期離職率は、7割（中卒）・5割（高卒）・ 3割（大卒）と高い。

            　フリ一ターやニー トの増大は、若者の収入減に伴う、晩婚化・非婚化・少子化の原因になるとともに、税収や社会保障制度の脆弱化を招く要因となる。また、若年期に安定的な雇用がはかられないことは、基礎的な職業能力の形成期に十分な能力開発がはかられず、質の高い労働力を将来的に持続していく側面からも、企業にとってマイナスである。未来を担う若者の就業問題は今や学校、企業、行政も含めて取り組む社会問題である。これらの要因には、①企業が長期雇用層を絞り込み、即戦力となる中途採用者や、パートや派遣社員等の非正規社員の活用を積極的に進めたこと②企業の採用方針が高い質を求める方向にあり、採用予定人数を満たさない場合でも、レベルを下げないため、人材の2極化現象が起きており、採用に至らない若者が多く存在していること③就職しても、「自分にあう仕事をするため」「労働時間や休日の条件が悪い」等の理由から早期退職する若者が多く、雇用のミスマッチが起きていることなどがある。

            　一方で、若者のストレス耐性が不足していることや、基礎的な能力不足を指摘する声もある。

            　対策としては、教育段階から就業に対する意欲の滋養および職業能力の育成・向上をはかることが重要である。就職支援セミナー・キャリアコンサルティング・インターンシップ、職場体験等を通じて自分にあった仕事を見つける機会を提供していくことが必要である。また、企業においては、個人の個性や希望、能力を尊重した人事配置や若手指導係りの設置を行うなど定着化策を実行することが求められる。即戦力を求めるだけでなく、若者を一人前の社会人に育て上げることも企業の社会的使命である。企業には行き過ぎた雇用調整によらず、長期的な視点にたち、若者の新規採用を継続していくことを期待する。 

            

        
        
            (2)正規従業員と非正規従業員の処遇格差問題

            　国内の産業構造が変化する中で、就業形態も変化している。雇用者数に占める非正規雇用はおよそ25 %を占め、内、パート・アルバイトは70%にも及ぶ。

            　企業の人材活用は基幹業務を正規従業員に、定型的業務を非正規従業員に割り当てる方向へと進行している。

            　その結果、正規従業員の長時間労働や過重労働による疾患の増加や、生産性の低下といった新たな問題が発生している。一方、非正規従業員においては、長時間労働はないものの、雇用は不安定であり、給与や福利厚生面でも正規従業員ほどの優遇はなく、処遇の格差が問題となっている。今や、正規社員と同様、または8割以上同様の仕事をする非正規従業員の割合は80%にも及び、一部には基幹業務を行う者もでてきている。同一内容の仕事を行っている場合に正規・非正規による大きな賃金格差があることは公正な処遇という観点からも改善が検討されるべきである。また、非正規従業員に能力を十分に発揮してもらうには、教育訓練においても正規従業員と同様の取り組みが必要であるが、企業の対応は遅れている。

            　職務内容、意欲、能力、経験、成果にあわせた処遇の改善が実施されなければ、職場への帰属意識や仕事への熱意が低下する懸念もでてくる。今後も企業は賃金コストの削減策として、非正規従業員の採用割合を継続的に増加するものと考えられる。正規、非正規の区分のあり方そのものも含めて、個々人がライフスタイルにあわせて柔軟に選択できる雇用形態と処遇のあり方を見直ししていく必要がある。

            ※平成15年8月、厚生労働省はパートタイム労働法に基づく指針を改正し、就業の実態や正社員との均衡等を考慮した処遇（均衡処遇）の具体的考え方や正社員への転換に関する条件の整備、労使の話し合いの促進のための措置の実施などの新たなルールを示している。

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            

            　

        
        
            (3)仕事と家庭の両立支援にかかる問題

            　社会の価値観は変化し、従来の仕事一辺倒から家庭や地域生活との両立支援が唱えられるなか、企業には多様な意識を持つ者が、能力以外の阻害要因を取り除き十分に意欲と能力を発揮できるよう環境整備することが求められる。

            　特に、安心して子どもを生み育て、意欲を持って働ける環境整備は、少子化対策の面からも重要である。

            ①育児休業・介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

            　労働者の仕事と家庭の両立の負担を軽減するため、育児休業•介護休業制度、時間外労働の制限の制度、深夜業の制限の制度、勤務時間短縮等の措置を講ずる義務等を規定し、事業主に対し、制度が定着し利用が促進されるよう、周知・指導を行っている。

            ②育児•介護休業法の改正（平成17年4月施行）

            ア.期間を定めて雇用される者のうち、休業の取得によって雇用の継続が見込まれる一定の要件を満たす者について、育児休業•介護休業の対象に加える。

            イ.子が1歳を超えても休業が必要と認められる一定の場合にあっては、子が1歳6ヵ月に達するまでの休業を可能とする。

            ウ.同一の対象家族1人につき、介護を要する状態に至ったごとに1回、通算93日の範囲内で休業を可能とする。

            エ.小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者は、労働者1人につき年5日まで、病気やけがをした子の世話をするための子の看護休暇を取得できることとする。

            ※母親が重視する主な少子化対策　内閣府「少子化社会対策に関する女性の意識調査」

            ●家計への経済的支援・・・保育教育費、医療費の補助、児童手当69.9%

            ●保育所などの充・・・39.1%

            ●休業、短時間勤務の促進・・・37.9%

            ※厚生労働省は仕事と育児・介護とが両立できるような様々な制度を持ち、多様でかつ柔軟な働き方を労働者が選択できるような取組を行う企業の普及促進をはかるため、「ファミリー・フレンドリー企業」の表彰を行っている。

            育児休業制度、短時間勤務制度の利用促進、事業所内託児所の設置、在宅勤務制度・時差 出勤制度・フレックスタイム制度の導入等、企業の積極的な取り組みが期待されている。

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            

        
        
            (4)労働時間問題

            　ワーク&ライフバランスの実現が提唱されるなか、所定外労働時間の抑制や年次有給休暇の取得促進を図っていくことが必要である。現状、年間総実労時間は下げとまるとともに、労働者全体に占める長時間労働者と短時間労働者の割合が高まる一方で、その中間の者が減少しており、労働時間分布の2極化が進展している。

            　長時間労働による健康被害の問題が深刻化していることや、育児・介護・自己啓発などの個々の労働者のニーズや事情が多様化している現状をふまえて、総労働時間の管理から労働者の健康や生活に配慮した柔軟な労働時間や、休暇の設定のありかたが求められている。始業•終業時刻の繰り上げ・繰り下げやまとまった休暇の取得等の取り組みが重要となってきている。

            　

            ※労働時間の短縮の促進に関する臨時措置法（時短促進法）にっいて、計画的な労働時間の短縮を図る法律から、個々の労働者の健康や生活に配慮した労働時間等の設定を図る法律へと改める必要がある旨、2004年12月に、労働政策審議会から厚生労働大臣あて建議され、厚生労働省は時短促進法から労働時間等設定改善法へ改正するべく、「労災安全衛 生法等の一部を改正する法律案」を第162回通常国会に提出した。（平成17年8月）

            本法案は第16 3回国会（特別会）（平成17年9月）で審議され、10月成立した。

            　

        
        
            (5)労働者の健康確保問題

            　従業員一人ひとりが十分に能力を発揮し、生きがいを持って職業生活をおくるには心身の健康が保持されていることがベースとなる。しかし、じん肺、有機溶剤中毒等の職業性疾病は後を絶たず年間7500人超の労働者が罹患している。また、一般定期健康診断の結果、何らかの所見を有する労働者も増加傾向にある。仕事や職場生活に関する強い不安、 悩み、ストレスを感じる労働者は6割を超え、過重労働による健康障害や精神障害に係る労災認定件数も高い水準で推移している。メンタルヘルス対策を含めた職場における健康確保・安全衛生・災害防止対策の推進が重要となっている。

            　

            ※平成15年度新たに保険給付支払いを受けた被災労働者数

            　業務災害による者54万2,606人

            　通勤災害による者5万1,386人

            　前年度比15，763人増

            　

            ※平成16年度過労死等精神障害等の労災補償状況

            　過労死等　請求件数816件　認定件数294件

            　精神障害等　請求件数524件　認定件数130件
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        １０．ワークショップ環境報告書比較表

        各社への要望

        ☆リフォームに関する記述

        住宅のライフサイクルを考える時、「リフォ一ム」（改築）は避けられません。

        M社では、関連会社に言及しつつ、引渡後のメンテナンスについても触れていますがP社については記述がありません。

        大きな買い物をした後の保証問題については分かり易く説明すべきと思います。

        　

        ☆京都議定書問題

        直接の責任は無いまでも一企業として触れない訳にはいかないと思われます。次回発行の折は盛り込んで欲しいです。

        　

        ☆防災住宅への配慮

        P社には「防犯対策」の記述がありますが、不足気味の感があります。

        これからの時代は災害や犯罪から体や財産を守ることが自己責任として課せられてきますし、消費者の関心事と思います。

        より詳しい記述を求めます。

        昨年、「省エネルギ一センタ一会長賞」に積水ハウス㈱が選ばれました。対象となったのは「高効率エネルギー利用住宅システム」で『省エネ・防災住宅』といわれるものです。(高度断熱・気密、ヒートポンプ給湯、自然エネルギー併用換気、深夜電力利用蓄電、太陽光発電、雨水利用、浴排水リサイクル、免震装置等を備えた住宅。住宅に関る省エネルギ一について防災の観点から意義を見直し、両効果をインテグレ一卜して省エネの価値を高めた住宅システムの新しいコンセプト商品として評価された）

        　

        

        各社へ®要望

        ☆環境報告としての記述

        K社の報告書ではデ一タを基にした環境対応指数などの記述がある程度網羅されていると思われますが、G社についてはCSRレポ一卜として他の取り組みについても「満遍なく触れる」という程度で環境対策に関する記載が希薄であるように感じます。社会貢献としての記述に徹するとしても、読み手が納得する程度の充実度を望みます。

        　

        ☆京都議定書問題

        直接の責任は無いまでも一企業として触れない訳にはいかないと思われます。次回発行の折は盛り込んで欲しいです。
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        １１．環境報告書に期待すること

        　私たちは消費者の立場で環境報告書を読むときに、企業に対して次のようなことを期待している。

        ①消費者のニーズを知り、安心•安全な商品を販売するための努力。

        ②原料調達→生産→流通→販売→廃棄の全過程での環境負荷及び低減に向けた事業活動における取り組みへの配慮

        ③法令遵守と社会倫理の尊重

        ④消費者が知りたいことに対し必要な情報を理解容易な表現で明瞭に説明しようとする配慮

        ⑤プラス情報だけでなく、マイナス情報も開示

        ⑥社員が安心して働き続けられる職場環境の整備

        ⑦ステ一クホルダ一への経営情報の開示

        ⑧社会的取り組みに関する状況開示（労働安全衛生、人材活用、雇用、社会貢献活動等）

        　私たち消費者は企業が提供する商品•サービスが消費者のニーズにあった、安心•安全なものであることを最も望むものである。

        　また、その商品•サービスが環境への配慮が十分になされ、法令を遵守した方法で提供されたものであることを願っている。利潤追求のため、法令を守らないようなことはあってはならない。

        　地球環境や社会基盤の持続性を前提としない企業経営の持続可能性はあり得ないのである。

        　そのために、様々な情報を率直に公開し、消費者とコミュニケーションすることで、企業への信頼も深まるのである。

        　企業が社会的責任を持続的に果たしていくことは、社会、経済、環境の調和をはかる経営があって実現するものである。それらの環境変化に対し、企業がどのように使命を発揮していくのか、将来目標を設定し、その達成度と取り組み課程をステークホルダーに開示 していく姿勢が求められる。現状環境負荷への取り組みの数値に重点を置いた環境報告書が多いが、今後はCSR (企業の社会的責任）報告書として、社会、経済分野における社会的課題への取り組み記載も含めたレポートを期待する。
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        １２．今後の課題

        　環境問題は企業、消費者、行政がそれぞれの立場で同様の問題意識を持って取組むことが大切である。

        　企業は自社の利益のみを追うのではなく、社会の一員として持続可能な発展をめざし、社会的責任を果たしていくことが求められ、時には消費者を巻き込む形での取り組みが必要でもある。

        　消費者もまた家庭において社会的責任を踏まえた生活が営まれることが望まれる。

        　行政は市民を支援していくともに、時には行政指導型で目的達成を図ることが要求されている。

        　そのような観点から企業、消費者、行政への今後の課題をいくつか挙げてみたい。

        (1)森林の役割は多方面にわたる。わが国でも森林の保全と利用の両面を図る「持続可 能な森林経営」をめざす必要があり、そのための人材育成が急務である。

        　　いつまでも外国の木材に頼るのではなく、国内で森林を育て、活用し、木材資源もゼロエミッション、バイオマス発電地域などの有効利用での循環利用をめざすことが望まれる。

        (2)私たちは近くを流れる川の水量が年々少なくなり、汚れてきているのを仕方のないことと思い過ぎているのではないだろうか。河川を流れる水は、私たちの飲み水になり、農業用水に利用され、魚介類を育てるという私たちの生きる上での大切な糧となるものを供給する大切なものである。

        　　清流を守るため、油汚れを拭き取ってから洗うなどして洗剤使用量を出来るだけ少なくし、下水を汚すようなものや食べ残しを流さないなど家庭排水には十分な注意を払いたい。

        　　清流は市民の心を癒すかけがいのないものである一方、清流を守り育てるのも私たち自身である。

        (3)都市の多くで合流式下水道が敷設されていることから、豪雨時に未処理のまま河川 に流れ出ることも河川汚染の原因となっている。水資源を再利用することで排水を少なく抑えることや、透水性舗装の舗道を広げていくこと、雨水を貯めて有効利用を効果的に進めることなどが大切である。

        　　雨水と汚水を分離させる分流式下水道への移行工事の推進が期待される。

        (4)リサイクルはゴミの減量化には貢献するが、必ずしも経費節減に結びつかないことも多い。そのため、必要なものを何度も繰り返し使用し、最後の手段としてリサイクルすることが望まれる。

        　　メーカーには長い間使うことが出来る製品の製造と修理可能なシステム作りを望みたい。

        (5)リサイクルの循環が上手く回るために、企業、消費者、行政がともにグリーン購入の拡大をめざすことが大切である。

        (6)各企業は工場での生産活動における環境負荷削減や、事務所内でのリサイクルについての取り組みは、かなり進んでいるものの、自社製品が商品となって使用された後の環境負荷についての配慮が不十分である。（住宅内装材や接着剤、合成洗剤、サニタリー類など）

        　　PRTR法では「人の健康を損なう、または動植物の生息に支障を及ぼす恐れのある化学物質」と指定し、人体にも環境にも有害だと認めながら製造を許容しているものが市場には数多く存在する。

        　　ここでも、消費者のより厳しいグリーン購入の視点が必要である。

        (7)企業はアレルギ一、シックハウス症候群などの因果関係が疑われている化学物質(住宅内装材や接着剤、洗剤）の人体への安全性の検証が不十分である。

        　　マイナスの情報を報告書には載せない傾向があり情報開示が不十分で信頼性が低いものになっている。人体への安全性については私たちが最も心配する部分であり、殊にアレルギー症などの体質の人にとっては、生命に関るだけに知りたい情報である。そのような内容の情報開示こそ、十分にして頂きたい。

        (8)住宅メーカーは建築工法などで気密性を重視するあまり日本の風土を重視せず、欧米方式に偏り過ぎてきたのではないか。

        　　日本の風土にあった建築工法や建材を再認識することが大切なのではないだろうか。

        (9)住宅メーカーにおいて、省エネ性能を強調し消費者が魅力的に感じる文面が並べられているが、どれ位の省エネ効果があるのかについて、比較対象のデータを具体的に提示し実証性のある説明が望まれる。

        (10)太陽光発電システムなどは、その機種の購入費用も含めた形でのトータルコストを 正確に提示してほしい。

        　　消費者にとっては省エネ効果と同様に、機種の購入費用についても重要な情報なのである。

        (11)企業が発行する環境報告書が近年、企業の社会的責任を包括するようなレポ一トに替ってきている。ややもすると消費者が本当に知りたい情報が十分に開示されない形式になり、企業のコマーシャルになりがちである。

        　　環境問題とリンクしている情報は可能な限り詳細に情報開示することを求めたい。

        (12)環境報告書を取り寄せるために、インターネットではない方法で可能かどうかを試みた。

        　　各支店を訪ね、住宅メーカーであればモデルハウスを訪ねるなどしたが、ほとんどの社員は環境報告書について、それがどういうものなのかを知らなかった。ましてや、自社で発行していることなど知る由もないという状況であった。

        　　環境報告書は様々なステークホルダーに向けて書かれているが、自社の社員もまた大切なステークホルダーであり、この1年間の取り組み状況や結果を伝え、次に向けての課題をアピールするものである以上、社員が末端まで周知徹底していることが重要であろう。

        　近年、正社員の割合が減って、パートやアルバイト、契約社員などの非正社員が多くなっており、非正社員に対する扱いが曖昧になっていて取り組みが徹底していない現れであることも考えられ、懸念される。
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        １３．おわりに

        　21世紀は環境の世紀と言われて久しい。昨年、人間と自然とが共生する未来への道を示すものとして、21世紀最初の国際博覧会として「愛・地球博」が、愛知県で開催され、成功裏に終了しました。この地球博のなかの日本政府パビリオンでは「竹のすだれ」「打ち水」を利用した省エネ型の空調を実施し話題になったことをご記憶のかたも多くいらっ しゃると思います。

        　「環境の世紀」である21世紀においては、企業はもとより私達、消費者も目先の利益を追うのではなく、未来の地球のため何をなすべきなのか責任があると考えます。

        　その意味で多くの企業が発行している環境報告書は、単に「環境にやさしい」をアビールするだけでなく、具体的な数値として公表することにより、その企業の環境活動の透明性や信頼感を高めるのではないでしようか。

        　そこで、今般、拙文ながら標題をとりまとめ、更には、その制作検討段階で当該報告書の背景にあるのではと、私達が考えた、例えば水質問題、リサイクル、雇用問題などに希薄ではありますが取り上げてみました。

        　私達は、環境報告書は「取り組んでいる姿を見せる」ところから「では、その効果はどうなのか？」当然として、今後は第三者の確かな目での評価、論評、なども加味し、より信頼性の高い環境報告書が求められることと考えます。

        　いまや、欧米では、企業や消費者は環境に配慮した製品を優先的に購入することはあたりまえであり、環境改善の尺度が、金融機関側の融資を判断する際の大きなファクターとも言われております。

        　これこそまさに、企業として環境改善活動が企業今後の営業活動や利益の根源になると言っても過言ではないと考えます。

        　一昨年、ノーベル平和賞を受賞されたケニアの環境副大臣であるワンガリ・マータイ氏 は、日本の「もったいない」という精神に感銘を受け、世界に対し「もったいない」を広めたいといわれたそうであります。

        　飽食や使い捨ての現代にあって、日本の伝統的な昔の「もったいない」の精神こそが21世紀の環境改善のキーワードではないでしようか。

        　最後に、本書をとりまとめるにあたり、大所高所からご尽力を賜った、当協会本部・環境委員会委員長の辰巳菊子氏、担当責任者の竹村幸子氏、他関係各位に対し、この場をお借りし感謝申し上げます。また、この小冊子が、微力ながら、今後の各企業の環境報告書の作成や当協会会員などの環境改善活動の一助になれば幸甚であります。
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        １４．参考文献

        生物資源の持続的利用（岩波書店）

        森と環境の世紀（日本経済評論社）

        リサイクルしてはいけない（青春出版社）

        都市をめぐる水の話（井上書院）

        雨の建築学「日本建築学会」（北斗出版）

        平成13年度下水道のてびき（仙台市水道局）

        浄化槽・仙台市浄化槽事業のしくみ（仙台市）

        容器包装リサイクル法（平成14年度版）（国政情報センター）

        産業リサイクルのしくみ（東洋経済新報社）

        リサイクルのことがわかる事典（日本実業出版社）

        PRTRデータを読み解くための市民ガイドブック（環境省環境保健部環境安全課）

        シックハウス症候群の脅威（日刊工業新聞社）

        建築物におけるシックハウス対策の手引き（平成17年8月発行）（仙台市）

        労働経済白書（平成17年度版）（厚生労働省）

        男女共同参画白書（平成17年度版）（内閣府）

        労働におけるCSRのあり方にかかわる研究会中間報告書（2004.6.25)(厚生労働省）

        環境• CSR2006「最強CSR経営」（週刊東洋経済臨時増刊東洋経済新報社 2005.12. 7)

        雇用からみた企業の社会的責任について（2001.7.26)(株式会社三菱総合研究所）

        各社の環境報告書

        執筆・編集

        ＮＡＣＳ東北支部「環境報告書を読む会」

        岩谷芳江（五十音順）

        太田裕美子

        櫛引進一

        小池信彦

        櫻井芳昭

        清水康彦

        濱田賁弘

        古川和子

        　

        表紙の絵

        枡江小学校５年　友野楓さん「自転車で行こうよ」

        　

        無断転載はお断りします。

        　

        　

        　

        　

        　

        　

        　

        　

        　

        　

        　

        　

        　

        
            　１．はじめに

            　２．森林と環境

            　１．森林と環境

            　２．森林のリサイクルと紙のリサイクル

            　３．身のまわりの水問題

            　１．心の古里である清流

            　２．生命と暮らしの源である清流
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            　２．財政を圧迫するゴミ処理費

            　３．なぜリサイクルが必要か

            　４．望ましいリサイクルシステム

            　５．拡大する生産者責任

            　６．リサイクルは安くはない

            　７．リサイクル関連法

            (1)容器包装リサイクル法

            (2)家電リサイクル法

            (3)食品リサイクル法

            (4)建設リサイクル法

            (5)自動車リサイクル法
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